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資料９－４ 



ＪＶＬＡＴＥについて 

 １９９９年に郵政省のアドバイスで６民間試験事業者で発足しました。 
 現在１５試験事業者、５製造業者、１団体、１大学で構成されております。 
 全民間証明・認定機関および財団法人電気通信端末機器審査協会（ＪＡＴ

Ｅ）が加盟しております。 
  登録証明機関 １２社（２０１２年９月現在）中１０社が、加盟 
  登録認定機関 ４社（２０１２年９月現在）が、加盟 
協議会の目的 
 無線有線機器の試験品質の向上とその試験の標準化を進め、また

その技術情報を交換を行う。 
 

 米国ＴＣＢカウンシル（適合性評価機関連絡会） 
 欧州Ｒ＆ＴＴＥ－ＣＡ（電気通信機器・技術基準協議会） 
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国際連携 







 「欧米では許可されているのに、日本では不可なので、日本独自の規制を
撤廃してほしい！」 

 「日本の制度は難しすぎるので、簡素化してほしい！」 

 

上記が電気通信機器メーカー等からの典型的な要望事項で、機会があるごと
に挙げられております。 

しかし、前ページどおりに、日本の制度にかたよりや不備はなく、
十分に各国と肩をならべられる制度であると思います。 

ただし、以前より日本は自国の制度の告知・広報が貧弱なため上
記のような意見を言われている傾向があるのも事実です。 
  

 

 

 

 
 

日本と欧米の電気通信機器分野の制度比較に関する考察 
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無線機器の修理再生についての考察 

製造業者（認証取扱業者）の下請けとして、修理再生を行う場合 

⇒メーカが工事設計認証取得時に提出する確認方法書（対象設備
を認証設計どおりに製造することを確認するための品質管理の流
れ。例えば、組立工場のリスト及びISO9000証明書等）に、修理再
生事業者の追加などの手続きを行うことで可能。 

 

再生修理品の再販事業を行う場合 

⇒工事設計認証の設計合致義務および実施記録の保管義務（１０
年間）などの規定により、再生品は再販する事業者が、認証取扱
業者となり、再証明（オリジナルのメーカ認証とは別に、再販業者
が取得する新たな認証）をされるべきである。 

① 

② 



 諸外国に向けての情報供与の活動 

 国際会合への積極的な参加 

 国際会合の開催 

 Ｑ＆Ａセンター開設 

 国際整合性のため諸外国の基本制度の取り込み 

 試験所監査制度 

 諸外国技術基準との比較による、技術部分（試験方法など）の同等性
評価 

 更なる市場調査の推進も含めた認証制度の確保のための、継続的か
つ普遍的な活動団体の確立 

 「技術基準適合性の確保」に特化した検討会の実施 

 

 

 

 
 

適合性評価機関から見た国際整合性のある 
   流通規律のための認証制度のアクションプラン 
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ありがとうございました 
Ｑ＆Ａ 

  
 
  

中西 伸浩 
nob-nakanishi@dspr.co.jp 
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